
図-1  診断システムの動作フロー 
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１．はじめに 

大規模な地震災害が発生した場合，港湾は被災地への緊急物資や燃料の受入拠点，あるいは救援・復興活動

拠点として，速やかに役割を果たすことが求められる．海上輸送早期再開を実現するためには，地震発生後の

岸壁の供用可否の確認が最も重要な課題の一つになる．しかし，大規模地震発生後の岸壁の現地調査には，「津

波警報等の発令中は沿岸に近づけず初動が遅れる」，「土中部や水中部の損傷程度が把握できない」，「広範囲

のため多くの時間とマンパワーが必要になる」といった３つの大きな課題がある． 

中部地方整備局（以下「中部地整」と表記）では，これらの課題の克服を目的として，津波警報等により現

地調査が実施できない時間帯に，観測地震動データにより岸壁の供用可否を自動的に診断する「港湾施設被害

度診断システム」（以下「診断システム」と表記）を開発し，2016年度より運用している. 

２．診断システムの開発  

診断システムは，中部地整管内港湾の強震計で観測された地震動デ

ータを基に，二次元有効応力地震応答解析プログラムFLIP1)を活用し

て，図-1に示す動作フローのように自動的に診断を行う．診断システ

ムの診断手法については既報告2)を参照されたい．診断システムは，

地震動データ（＝地震加速度の時刻歴波形）に対して診断対象岸壁毎

に工学的基盤への引き戻しおよび岸壁法線直角方向への変換補正を行

い，「簡易診断」と「詳細診断」の２種類の診断を連続して行う仕様に

なっている．「簡易診断」では，地震動データから算出した「速度のPSI

値3)」と「評価線2)」を用いて岸壁の各着目位置の変位量や鋼部材の応

力状態等の「判定指標」を算出し，短時間で簡易に供用可否診断が行

われる．「詳細診断」では，診断対象岸壁の「地盤－構造物系モデル」

と地震動データを用いたFLIP解析により「判定指標」を算出し，高精

度の供用可否診断が行われる．診断は，岸壁の構造形式毎に設定した判定指標と判定フローにより，単純な供

用可否だけではなく，緊急物資輸送に必要となる短期的供用の可否診断も可能にしている．さらに，診断シス

テムは，現地調査により測定された残留水平変位を手動入力することにより，地中鋼部材を含む岸壁各部材の

応力状態および残存耐力等を算定し最終的な供用可否を判定する機能を有しており，担当者のスキルに係わら

ず，岸壁の供用可否という高度な技術力を要する判定を行うことを可能にしている． 

診断システムの開発により「津波警報等解除後における現地調査の早期着手」，「地中部材の損傷程度の推定」、

「現地調査の効率化・省力化」が可能となり，１．に示した３つの課題を克服することができた． 

３．診断システムの運用（想定地震による岸壁被災状況の把握） 

診断システムは，任意の地震動を入力することにより港湾毎に岸壁の供用可否を診断するデモンストレーシ

ョン機能を有している．中部地域の想定地震による岸壁被災状況を把握するため，診断システムに登録されて 
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図-2 道路啓開と航路啓開の連携イメージ 

いる53岸壁を対象に，様々な設計地震動による詳細診断を実施した．診断対象岸壁は全て水深-10m以深の直

轄岸壁であり，昭和40年度～平成26年度に設計されている．また，53岸壁のうち20岸壁が耐震強化岸壁（以

下，「耐震岸壁」と表記），33岸壁が通常岸壁である．各設計地震動における供用不可と診断された岸壁の割

合は，レベル１地震動では，通常岸壁が24%，耐震岸壁が0%，全岸壁が15%であった．旧レベル２地震動で

ある東海・東南海地震動では，通常岸壁が61%，耐震岸壁が20%，全岸壁が45%であった．過去最大である宝

永地震動では，通常岸壁が70%，耐震岸壁が15%，全岸壁が47%であった．レベル2地震動のうち中部地整内

で最も影響が大きいとされる南海トラフ地震動（SPGA50%）では，通常岸壁が79%，耐震岸壁が25%，全岸

壁が58%であった．分析の結果，診断対象岸壁における各構造形式別の耐震性は，セル式・ジャケット式・重

力式が比較的高い傾向が見られた．また，レベル１地震動において供用不可と診断された割合が全岸壁で1割

程度に収まったこと，および供用不可と診断された耐震岸壁が皆無であったことから，岸壁の耐震設計法は過

去から現在に至るまで妥当性が高いことが明らかとなった． 

４．診断システムの運用（道路啓開・航路啓開オペレーションにおける活用） 

診断システムは，運用開始以来，2018.6.18大阪北部地震

なども含め100回以上稼働しているが，これまでに供用不可

と診断された岸壁および実際に供用不可となった岸壁は皆

無である． 

中部地整は，大規模地震発生後の早期の緊急物資輸送や海

上輸送再開に向け，沖合から耐震強化岸壁等の災害対策拠点

までを結ぶ「航路の啓開計画」と，陸側から災害対策拠点ま

でを結ぶ「道路の啓開計画」が連携した「道路啓開・航路啓

開のオペレーション計画（図-2）」に「排水計画」が加わっ

た「総合啓開」により，巨大地震後のいち早い輸送ルート確

保を目指している．診断システムは，災害対策本部等が陸上輸送路と海上輸送路の結節点となる岸壁を選定す

る際に，被災港湾における岸壁のトリアージ，および現地調査着手の優先順位を提示することでオペレーショ

ン計画をサポートし，被災地支援や港湾背後圏の経済活動回復に貢献することが期待されている．中部地整で

は，地震災害発生時に診断システムを確実に運用するため，診断システムの操作講習会や，防災訓練等におけ

る診断システム稼働訓練を実施している． 

５．おわりに 

診断システムは，港湾地域強震計観測網，蓄積されてきた港湾施設の被災記録，港湾施設の損傷程度を精度

良く再現できる二次元有効応力地震応答解析プログラムFLIP，及び港湾施設被害メカニズムに関する最新の

研究成果など，現在の最高レベルの港湾技術を結集して構築した最先端のシステムである．さらに，デモンス

トレーション機能によって，各地域の想定地震が発生した場合の岸壁被害規模の推定，海上輸送計画の検証な

ど防災・減災活動等に活用することも可能である． 

中部地整は，これからも診断システムの診断精度や機能向上に努めると共に，様々な機会に診断システムの

有用性を発信し，導入を検討している他機関からの問合せ等に対して積極的に対応するなど，診断システムの

導入促進に努める所存である． 
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